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経済論叢(京 都大学)第154巻 第6号,1994年12月

アジアにおける在来産業の現代的展開

一 韓国 ・日本 ・台湾の木製家具工業の比較一

黄 完 晟

夏 は じ め に

本稿 の課題 は,韓 国 ・日本 ・台湾の三国 におけ る木製家具工業 の比較,検 討

を通 じて,在 来産 業の現代 的展 開の特徴 を示す こ とにあ る。

日本 におけ る在来 産業 の展 開につ いてい うと,戦 前期 において産業化 ・工業

化 に よって必ず し も ドラスチ ックな縮小 再生 産 に な らなか った とい う特徴 を

もった。戦後 におい て も,一 連 の研 究 を計量 的 ・統計 的に行 ってい る中村隆英

氏 は,50～60年 代 の高度成 長期 を通 じて在来産業 の生 き残 りの理 由 として,需

要面で は多品種少量 生産 の条件 が存在 した こと,労 働 集約 的 な技術 によ って代

用 して きた ことな どを上 げてい る1i。しか し,そ れのみで はな く,い わゆ る新

しい原材料 の取 り入 れ,製 造工程 の機械化 が,は じめて量 的 ・質的 な成長 を促

した こ とは無視で きない。 また,在 来産業 は フ ァッシ ョン産 業あ るいは イ ンテ

リア産業化 しつつ,つ ま り,高 附加価値 産業 の担 い手 と してさ らな る発展 の可

能性 を もつ。 こう して在 来産業 は現代 的展 開を通 じて伸 びて きた。 この ような

傾 向は,日 本 だけで はな く,韓 国 ・台湾 におい て も当ては まる事 実で あろ う。

他方,工 業化 ・産 業化 が進めば進むほ ど,在 来産業は衰退の傾 向が見 られ,そ

れが遅れ てい る国ほ ど在 来産 業の比重 は高い,と い う一般 的 な考 え方 もある。

つ ま り,韓 国 ・台 湾の在来産 業は,日 本 よ り多 く残 っていて,在 来産業 におい

1)中 村 隆英 「在来産業の動 向 と変容」(一 橋 大学編 「経 済研究」 第43-3号,1992年7月)199

頁。
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て も大 変遅れ てい るのか。韓 国 ・台湾 における在来産業 のあ り方 は,日 本 のそ

れ とどの よ うに異 な ってい るのか。 ここで は,以 上のよ うな事実 と疑問 を踏 ま

えた上 で,在 来産業 の代表 として家 具産業 の現代 的展 開につ いて検 討 してい く。

家具 産業 を取 り上 げ る理 由は,三 国に共通 した在来産業 と して今 日まで各 国

において多様 な形態で展 開 して きたか らで ある。 家具産業 は在来 ・伝統産業 で

あ りなが ら,現 代 的な展 開を通 じて成長 して きた。その過程 には,家 具が生 活

の必 需品(耐 久消費財)か らインテ リア商 品へ と変化 し,家 具産業 は附加価 値

の高 い産業へ と転換 して きた事 実が あ る。 この ような特徴 は,韓 国 ・日本 ・台

湾 の三国 の家具産 業 に当てはま る2ト。

まず,三 国 の家具工 業の実勢 をみ ると図1の よ うにな る。す なわ ち,木 製 家

具 工業 の製造業 に占め る比率をみ ると,韓 国は急 上昇 し,日 本 は横 ばい傾 向で,

台 湾 は急低下 してい る。三国におけ る家具工業 は,発 展過 程や生産体制 の違 い

の他 に,家 具工業 の位 置及び成長の速度が大 き く異な ってい る。家具工業 は,

各 国 においてなぜ,こ の よ うな相違 を示 してい るのか につ い て,各 国の家具 工

業 のあ り方 ・特徴 を中心 に究明 してい くことが本稿の具体 的 な課題であ る。

II韓 国の家具工業

韓 国 の 家具 工 業 は,1960年 代 後半 か ら大 企 業 の 出現 と と もに機 械 化 が 始 ま っ

た 。 つ ま り,韓 国 の 家 具工 業 の リー ド役 を勤 め て い る(株)ボ ル ネ オ家 具(以

2)三 国の家具工業に関する研究は少ない。日本における家具工業の研究は,産 地産業の分析が多

く,韓 国における家具工業の研究は,輸 出産業への発展対策の研究が主である。拙稿 「日本の産

地中小企業一木製家具の需給構造 を中心 として一」(九州産業大学 「高径論叢」第35-1号,

1994年7月)。 百瀬恵夫 「地場 ・産地産業に関する研究一家具 ・インテリア産渠の情報化への対

応を事例として一」(「明治大学社会科学研究所紀要」第28巻第1号,1989年10月)。 江口傳 「大

川市の家具木工業」(久留米大学商学部附属産業経済研究所紀要第2ユ集r筑 後川流圏の経済研究

所紀要」1993年3月)。 西端敏 ・国狭武己 「九州地区における木製家具製造業に関する分析 ・調

査」九州産業大学r産 業経営研究所報」第6号 。工975年奥田仁 「北海道家具工業の経営 と労働」

(「北海道経済調査」199ユ年3月 。高木直人 「家具」(「九州地場産業の現状と課題」1988年)。

(財)中 小企業総合研究機構r地 場産業の経営戦略(そ の1)木 材家具製造業」1994年 。金承範

「韓国家具産業の競争力強化方案」(大韓家具工業協同組合聯合会編刊行,1991年 〉。県仁植,金

仁中,朴 繁旬著r我 が国の家具産業の現況と課題」産業研究院,1987年 。

**本 稿では特別に記さない限り家具工業は木製家具工業をいう。
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出典:韓 国:『鉱工業統計調査報告書」各年

日本:『工業統計表」各年

台湾:『台湾地区工業生産統計月報』1994年

木製家具製造業の生産額
備考:① ×100の算出。全製造業の生産額

② 台湾の点線は推計。

下BIFと 記 す)の 設 立(1966年)を 契機 と して,家 具 の量 産 体 制 へ 移 行 した 。

そ の 後,1980年 代 に は主 に欧 米 か ら の技術 導 入 と と もに西 洋風 の 商 品 開 発 に努

力 して きた。

まず,韓 国 の家 具 の需 給 構 造 を み る と,表1の よ う に,約2兆 ウ オ ン(約

3,155億 円)規 模 の 内 需 中心 の市 場 に な っ て い る。 家 具 需 要 は1980年 か ら1991

年 の 間 に12倍 と急 激 に増加 して い る。 韓 国 にお け る家 具 需 要 の伸 び 率 が 日本 に

比 べ て極 め て大 きか った の は,後 述 す る よ うに,新 商 品 の 開発,新 市場 の開 拓,

経 済 の拡 大 に よ る需 要 の増 加,都 市 化 ・アパ ー ト建設 の増 加 等 の要 因 が あ げ ら

れ る。

次 に,韓 国 の家 具 輸 出 は,生 産 高 の6%(1991年)水 準 で あ り,輸 出 先 は 日

本(61%),米 国(14%)の2国 で75%を 占 め て い る3)。 日本 に は仏 壇,そ の他
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表1韓 国 ・日本 ・台 湾 に お け る木 製家 具 の需 給構 造

国 別 年 生 産 輸 入 輸 出 内需計 内需の伸び

韓国(億 ウ オン)

1980

ユ985

1991

1,648

4,199

ユ9,183

31

137

476

ユ45

432

1,205

1,534

3,906

18,454

100

254

1,202

日本(10億 円)

ユ980

1985

1991

1,619

ユ,566

2,113

34

35

91

11

9

5

1,642

ユ,592

2,199

100

96

133

台 湾(億 元)
1986

1991

309

292

9

8

223

175

95

125

100

131

出典:韓 国:大 韓家具工業協 同組 合聯 合会編 「家具組合三十年史∫1993年 。

日本:r工 業統計表」及びr日 本貿易統計月表』各年。

台湾:r工 業統計調査報告』

箱 物を,米 国 には箱物 が中心 である。韓 国の家 具輸 入 は,1985年 か ら内需拡大

と と もに増 加 してい るが,国 内 需要 高 の3%台 で あ る。 輸 入先 はEC29%

(うち イタ リア15%,ド イ ツ5%等),日 本13%,イ ン ドネシ ア15% ,米 国8%,

マ レーシア4% ,台 湾2%,中 国2%等 であ るの。

そ して韓国 の木 製家 具製造業 にお ける工場数,従 業員数,生 産額 は1980年 代

以 降急速 に増 加 してお り,1992年 には表2の ようになってい る。 この表か ら見

て とれ る特徴 として20人 以下 の零細規模層が80%と 圧倒的 な地 位 を占め てい る

ことで あ る。零細 規模 の家具製造や 関連企業が多 い ことは,韓 国,日 本,台 湾

にお ける共通 の特徴 であ る。つ ま り,大 手ユ5社が生産額の40%を 占め るが,従

業員が100～299人 の中規模 の企業 は生産額 で16%し か 占め ていない ことか ら判

るように,中 小規模企業 の地位 は比較的 に脆 弱で,大 規模 企業 の占め る比重 が

大 きいので あ る。

また,韓 国 にお ける家具生産の地域的特徴 として,表3の よ うに,首 都 圏 の

3)金 世彬他2人 著 「家具産業 の現 況 と展望」(大 韓家具工業協同組合聯 合会編 「家具組 合三 〇年

史」1993年>202頁 参照。

4)同 上203-204頁 参 照。
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表2韓 国 ・日本 ・台湾における家具工業 の基本構成(単 位%)

区 分
韓 国(1992年) 日 本(1992年) 台 湾(1992年)

業所 従業員 生産額 業所 従業員 生産額 業所 従業員 呂業収

5～9 50.4 16.O 8.8 60.8 21.2 12.0

10-19 30.9 19.0 11.0 19.4 15.9 22.2

82.5 32.1 2

20～49 13.9 19.0 14.7 ユ3.7 24.3 23.6

50～99 2.5 8.3 9.2 3.9 16.3 18.4
14.2 32.9 26

100～199 ⑲0.9 6.4 9.0 馴1.3 11.4 13.7

200～299 (7)0.3 4.0 7.4 ⑫◎0.3 4.2 7.4

(2鋤

3.1

20.0 37

300～499 (6)0.3 5.1 10.2

500～ 〔9}0.4 21.8 29.2

(9)

〔6)

0.2 6.3 12.2
(5)

0.5
14.7 35

合 計 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実 数 1,924(社) 1.107(人) 脳 〔瞳w} 6、561(社 〉110.252(人} ,蜘 随 円)903(社) 0,396(人) 294臆 元)

出 典:韓 国:「 鉱工業統計調査報告書11992年 。

日本;「 工業統計表」 ユ992年,台 湾:「 工業統計調査報告」1992年 。

備考:① 〔)は 企業(事 業所)数 である。

②台湾 の区分は30人 未満,30-99人 で ある。

表3韓 国 ・日本 ・にお ける家具工 業の地域別の構成(単 位:%)

韓 国 事業所 生産額 日 本 事業所 生産額

ソ ウ ル 市 6.8 1.8 東 京 圏 19.6 12.9

仁 川 ・京 畿 道 66.5 81.8 愛 知 県 7.5 12.5

その 他 大都 市 12.7 2.9 大 阪 ・兵 庫 県 8.7 7.5

都 市 部 小 計 85.5 86.5 都.市 部 小 計 35.8 33.0

地 方 各 道 14.3 132 産 地(各 県) 35.2 43.2

非 産 地(各 県) 28.8 23.6

合 計 100 100 合 計 100 100

出典:表2と 同 じ。

備考:① その他大都市は釜山,太 郎,光 州,大 田市 を指す。

②東京圏は東京,郡 馬,埼 玉,千 葉,神 奈川県を指す。

③産地(各 県)は 北海道,山 形,新 潟,静 岡,岐 阜,広 島,徳 島,香 川,福 岡,大 分県

を指す。
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仁川 ・京畿道 に生 産額 の約80%が 集 中 している ことが指摘 で きる。つ ま り,韓

国 にお ける家具産業 は都市型産業で ある。 こうした都市周辺へ の集 中を もた ら

す理由 は,消 費者 の需要 の動 向,海 外か らの情報 の入手,高 付加価値 の実現,

労働力 ・人材 の確保等 におい て優位 に立つ ことがで きるか らで あろ う.。

ところで,韓 国 の大企業中心 の生 産体 制,及 び大 企業 と中小企業 との協力 関

係 は ど うい う ものであ り,日 本 のそれ とどの よ うに異 なってい るので あろ うか。
た ん す

韓 国の家具工 業(箪 笥の場 合)を 主 導 してい る11の 大 メー カーは,家 具製造 出

荷額の約31%を 占めてい る(表4)。 これ らの企業 は,箪 笥等 の箱物 を中心 に,

テーブル,椅 子,ベ ッ ド,キ ッチ ン等 を生産す る総合家具 メー カーであ る。 ま

た,大 企業が製造 している箪笥 の中 には,有 色塗装 による製 品(ハ イグロシ系

箪笥)と 木 目を生か した伝統的 な箪笥(つ き板 製)が あ る。

前者 の製 品 は,韓 国の最大手のBIF社 が1980年 代初めか らイ タリアか らの

技術導入 に よって開発 ・製造 した もので,モ ダンなデザ イ ンで,材 料 と してM

DFを 利 用 し,全 面 塗装 して製 品化 した 「ハ イグロシ」 とい う箪笥製 品で あ

る%そ の製造 過程は大企 業 の工場で一 貫生産 され てい る。従 って,こ の製 品

をめ ぐって は,中 小企業 と大企業 との協力関係 はない。 なぜ な らば,商 品の製

造技術,設 備投資 額の大 きさ,納 期,製 品の質等か ら,中 小企業で は このよ う

な製品 の部材 を加工 ・納 品で きる条件が整 っていないか らであ る。 同時 に,大

企業 は高付加価値 の加工 を外注 に出さない側面 もあ ると思 われ る。 同社 は,技

術,製 品,デ ザ イ ン等で試行錯誤 の末,1985年 以 降や っと製品開発 と市場 の 開

拓 に成功 した。 これ を うけて他の大手 メーカ もこの市場 に参加 したので あ る。

この製 品に よって,韓 国 の家具工 業 は1980年 代以降急 速 に伸 び ることが 出来た

のであ る。要す るに,韓 国の家具工 業の成長 には,高 所得 者層 向けの新製 品の

役割 が大 きい。大企業 は,表4に み られ るよ うに,生 産の約50%弱 をこれ ら新

商 品の生産 に割 り当て てい る。 日本で は この種 の製品 はほ とん どない とい って

5)ハ イ グ ロ シ(high-glossy)は 高 光 沢 を 意 味 す る
。MDF(中 質 繊 維 板)はmediumdensity

fiberboardの 略 字 で あ る.
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表4韓 国の大手たんす製造業者

(553)135

開発製品の比率
区 分

ユ992年

生 産 額

(億 ウ オ ン)

家具総生
産額の中
の比率(%)

従 業 員(
人) 有色家具 伝統家具

1ボ ルネオ家具(BIF) 仁 川 1,048 5.8 2,500 67% 33%

2現 代 総 合 木材 慶 南
京

635 3.5 1,475 39% 61%

3東 西 家 具 仁 川 607 3.3 950 24% 76%

4バ ロ ク 家 具 仁 川 518 2.8 850 47% 53%

5三 益 家 具 仁 川 529 2.9 1,080 25% 75%

6レ イ デ イ 家 具 仁 川 471 2.6 517 44% 56%

7サ ン ウー ド家 具 仁 川 387 2.1 613 44% 56%

8上 一 家 具 仁 川 393 2ユ 250 44% 56%

9嘆 傷 木 材 仁 川 375 2.0 26% 74%

10ウ ア ミ 家 具 仁 川 342 1.8 50% 50%

11老 松 家 具 ソ ウ ル 335 1.8 380

小 計(平 均%) 5,640 31.2 41.4% 58.6%

出典:D社 の調査史料(1993年),従 業員は家具組合の資料を参照 した。

備考:有 色家具は 「ハイグロシ」系のたんすであ り,伝 統家具はつ き板 製品のたんすである。

よい。

他 方,木 目を生 か した伝統 的な製品の場合,大 企 業 は,一 ・応.一貫生 産体 制 を

整 えて いる。 しか し,中 小企業 と大企業 との協 力関係 は一部で行 われて いる。

それ は,主 として300人 前後 の家具 メー カー と中小 企業の部 品 メーカー との 間

で行わ れるが,板 加工,前 面加工等 の外 注量は多 くはない。 この製品 をめ ぐっ

て は,大 企業 間,大 企 業 と中小企 業 との 間,中 小企業間の競争 が激 しく繰 り広

げ られ てい る。 この点 ぽ 日本の 中小企業 と大企業 との関係 と似 てい る。次 に,

韓国 の3大 家具 企業について概 略す るこ とに しよう。

BIF社:韓 国の家具工業の リー ド格 のBIF社 は,従 業員2500入 を抱 え,

米 国,日 本,香 港等 に支店 を設 けるなど積 極的 に海外展 開を も行い,か つ東南

アジアか ら材料 まで も自前で確保 して きた。同社 は,1970年 代 に 日本か ら機械
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や技術 を導入 して きたが,日 本 製の機械価格 の高 さと技術 移転 にお ける問題

製品 の陳腐 さ(伝 統風の製 品),国 内賃 金の高騰のため順調 に進 まなか った6〕。

それで,ユ980年 代 には技術導入 をイ タリアへ と転換 した。 イタ リアか らの技術

導 入 は,機 械価格 の割安 さ とノウハ ウの移転,製 品の新 しさ等 の点か ら比較 的

順 調 に進んだ7}。そ の代表 的な結 果が韓 国で1980年 代後期 か ら大流行 してい る

ハ イグロシとい う箪笥製品であ る。開拓者 と しての リスク も大 き く,他 の大 企

業へ の技術流 出 も多か った とい う。 問題 は,イ タ リアの技 術 の再現 によ って市

場 の開拓 に成功 した とはいえ,他 社 の製 品に比べ て割 り高 な コス トにあ る。

現代総 合 木材(株):こ の会社 は,韓 国 の 「現代 財 閥」 系 の家 具 メー カー

と して1977年 に設 立 され,「 リバ ト」 とい う商品名で よ く知 られてい る。当初

は アパー トや船舶 の内装材 を供給 し,そ の後,ま だ未発達 の国 内家具市 場へ 参

入 した財 閥系の総合家具 ・建築材の メー カーで あ る。財閥系 の大 メー カーで あ

るだけに,ソ 連,ロ シア,米 国,東 南 アジアか ら原材 料の開発 ・調達 に も力 を

入れて い る81。しか し,商 品の開発,技 術 開発,市 場 シェア等 の点で韓 国の家

具 産業 を リー ドしている とはいえない。最近で は 日本 の大手 の百 貨店や建築会

社 に家 具の輸 出をは じめるな ど海外進出 を図 ってい る。

東西 家具(株):こ の会社 の社長 とバ ロク家具(株)の 社長 はBIF社 の

社 長(owner)の 実弟 で あ り,3兄 弟 は,ユ970年 代半 ばまで はBIF社 で家具

製 造 に携わ ってい たが,各 自独立 して(1977年 に東西 家具 ,1978年 にはバ ロ ク

家 具),韓 国 の有数の メー カーに成長 して きた。韓国 第3位 の東 西家具 は 日本

か らの技術 導入 によって,BIF社 のイ タリア式技術 に対抗 して きた。 日本か

らの技術 は塗装,NCル ー タに よる表面加工 な どであ るが,特 に塗装及 び表 面

処理技 術 は,生 産費節約 的な 日本技術が最 も優 れてい るとい う9〕。 この会社 は,

大手 家具 メー カーの中で,つ き板製 の家具 を自社製 品の75%と 最 も多 く製造 ・

6)7>現 地 調査(BIF社)は1994年8月 による。

8>前 掲 「家具組合三〇年史」1993年 。

9)東 西家具(株)で の聞 き取 り調査(1994年3月)に よる
。
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販売 してお り,日 本か らの技術導入 を生 か している。

次 に,韓 国 の中小 家具 メー カーは ほ とん どが地域 内 の加 工 ・組立 の分 業 に

よ って成 り立 って いる。完成 品を生産す る中小企業 は伝統 的なつ き板 加工 の家

具製造 が主であ るため,小 規模 の部材加工業者へ板加工,.前 面加工,塗 装 な ど

を外 注 し,そ れ を組み立て て出荷す る。 中小企業 の中には一部 の大 手 メーカー

(300人 前後)へOEM供 給 を行 う場合 もあるが,量 的に少 ない。 中小企業 の間

で は低価格 製品 を中心 に競争 が激 しい。

部材 を加 工す る企業 は規模や設備等が 零細 である。つ ま り,板 加工,前 面加

工(NCル ー ター機使用),塗 装 な どが加 工の 中心 で,板 加工:,前 面加工(N

Cル ー ター機使 用)の 場合で も機械 は1-3台 で,従 業員 は10-20人 規模が多

い。 塗装の場合,従 業員 は4-5人 ともっと零細で ある。加工業 の1社 当 た り

の納 入先 は20～30社 程度で あ るLG,。また,材 料 は,高 級 な ものや特殊 な もので

なければ,加 工業者が購入 して加 工する。加工業者 の納入 先は中小企 業であ っ

て,大 企業 との外注 関係 は,前 述 した ようにほ とん どない。納入 品の代 金 は4

～6カ 月の手形で支払 われ ることが多い(韓 国 自動車工業 の下請 けの場合2～

3カ 月;日 本 の家 具工業 の場合3カ 月)111。加工業者 の成 長は この点で も大 き

な制約 を受 けてい る。

韓 国の家 具流 通 につ いてみ よ う。大手 メー カーの製品は,基 本的 に 自社製 品

の代 理店 を通 じて販売 している。かつ市場の情報 も代理 店 ・支 店 を通 じて入手

してい る。 大手 メーカーの代理店 はBIF社 が240店,現 代木材工 業が200店,

東西 家具が240店,そ の他 の大手 メー カー も200前 後の代 理店の ネ ッ トワー クを

持 って いる・・,。代 理店 とメー カー とは地域の割当及 び販売諸条件 につ いて契約

を結 び,そ の関係 はFC関 係 に近い。在庫 は基 本的 にメー カーが持 ち,倉 庫 も

メ_カ ーが所有 してい る。代 理店 はシ ョールー ムを持 ち,カ タログ販 売や現 品

販売 を行 ってい る。 ソ ウルで は販売か ら商品の配達 まで は2～3臥1週 間・

指定 日の順 に多 いが,工 場 との距離が近いので特 に問題 はない=%

ユQ)11)2)1こ5)現地調査(1993年10月)}こ よるo
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中小企業 の製 品は,自 社の取引先小売店 を通 じて販売 してい る。韓 国で は家

具 の問屋 ・卸専 門が存在 しないので,製 造 と小売店が直接 取引 してい る。小 売

店 は零細 で,小 面積の シ ョールー ムや店舗 は持 ってい るけれ ど も,倉 庫や在庫

は基本 的に持 たず,中 小製造企業が在庫 を持つ仕組み にな ってい る。新製品 の

販売 は,メ ー カー側 が各小売店 にカ タログ販売や訪問販売で行 う。一般 の小売

店は,大 手 メーカーの製品 を仕入れ る こともで きず,中 小企業 の低価格製 品 を

仕入 れて,低 所 得層向 けに販売 して いるのであ る。

III日 本 の家具工業

日本 の家具工業 は,ユ950年 代末か ら60年 代 まで,東 京,名 古屋 ,大 阪な どの

大都 市圏で盛 んで あったが,1960年 代か ら地方産地 にお ける生産 の比重が大 き

くな り,1970年 代以降,家 具 は主 に地方の産地 ・地場 産業 の商品 として製造 さ

れて きた。最近 に は,家 具工業が イ ンテ リア産業化 しつ つ,再 び都市 の近郊 で

の家具工 業 の成長 が 目立 っている。 日本 の家具工業 は,内 需 をめ ぐって産地 間

競争.産 地 内競 争 の中で技術,商 品,デ ザ イ ン等の面で 中小企業 を中心 に成 長

して きた。

まず,日 本の家 具需 給構造 につ い てみ ると,表1の よ うに,約2,2兆 円規模

の内需 中心 の市場 にな って いる。ユ980年代後半 の生産が年平均7%水 準で成長

して きた ものの,日 本 の家具需要 が(韓 国のそれ に比較 して)伸 び悩 んだ のは,

欧米か らの高級家 具の輸入や東南 アジアか らの低価格 品の輸 入 によ って需要が

刺激 され て きた ものの,日 本国内 の生産 と消費 を大 き く延 ばす ことが 出来 る く

らいの商品 の開発が なか ったか らであ る。 したが って,図1の よ うに,製 造 業

の全 生 産額 に 占め る木 製家具工 業 の比率 は,日 本 の場 合,1980年 以 来0.6～

0.7%の 水準 で推 移 してい る。 そ して
,60年 代 の高度成長,70年 代 の不景 気,

80年 代後 半 の好 景気 を通 じて,日 本 の全製造業 の伸 び率 と同 じ水準 であ った。

つ ま り,木 製家 具工 業 を,自 動 車,電 子産業の よ うな花形産業 には及 ばない に

しろ斜陽産業 と して見な して しま うのは,結 論が早急 であろ う。
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次 に,日 本の家具輸 入は,生 産の約6%(1991年)の 水準で ,か つ増加傾 向

にあ り,そ の内4%が 東南 アジアか らの.完成 品及び部材 の 開発輸入
,2%が 欧

米か らの輸入 であ る1%一 方,輸 出は1980年 代以来微 々た る量 にす ぎない。要

す るに,韓 国の家具輸 入はEC・ 米国 な どが 中心で あるのに対 し,日 本の家具

輸入 は東南 アジアか らの輸 入が多い し,急 増 してい るのが特徴 であ る。

そ して 日本 の家具工業 は,1991年 に木 製家具製造 の事業所 数(4人 以上)は

6,844社,労 働者数 は約11万 人であ る(表2)。 その規模 ば,三 国の中で最 も大

きいが.1980年 代以 来事業所 数や労働 者数は減少傾向 にあ る。 これ に対 し
,韓

国で は1980年 代以降.増 加傾 向,台 湾は横 ばい傾 向であ るのが対照的であ る。

一方
,木 製家具 の生産額 は,1981の 年約1兆5千 億 円か ら,1991年 には約2兆

1千 億 円 と増 えて きてい る。 日本の木材 家具工業 は20～49人 ,50-99人 層 での

生 産額 が比較的 多い。 それ に比べ て,300人 以上 の大手15社 の生産額 は,12%

しか 占め てい ない。

また,日 本の家具工業 は,表3の よ うに,地 方 の産地型産業 の形態 を示 して

い る。す なわち,そ の生 産額の比率が43%と 最 も高 く
,次 に愛知県 と広 域 の東

京 圏が主要 な生産地 と してあげ られ る。例 えば,主 要 な産地 は箱物 の大川,旭

川,府 中,静 岡,都 城,徳 島,脚 物 の高 山,日 田,名 古屋,東 京近郊等 であ る。

地方 の産地型 産業 は,生 産 コス トの低廉 さにおいて優位 であ るけれ ども,都 市

型生産 に比べ てその他 の面では劣位に立た されが ちで あ る。

さて,日 本 の家具生 産体 制についてみよ う。 日本 の大手家具 メー カーの場 合,

箱物,脚 物別 に専 門分野が あ って,そ れ を中心 に重点的 な生産活動 を行 ってい

る。 そ して,各 製品 は中小 ・中堅企業 の製品 とも,ま た産地内 ・産地 間の大 企

業 の製 品 とも競 合関係 におかれ てい る。

高級品 を生産 す る大手 メー カーは,ほ とん どの製品を 自社 の工場 で一貫生産

して お り,一 部外注 に出す場 合 もあるけれ ど も,そ の量 は少 ないIS)。主な高級

14)拙 稿 「前掲」(「蔵経論叢」第35-1号)参 照。

15)17)拙 稿 「九州の家具工業の構造」(九 州産業大学産業経営研究所 『産業経営研究所報」27号)/
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品 の産 地 は府 中,都 城,旭 川 で あ る。 製 品 開 発 も自社 で行 う。 一 方,熟 練 工 に

よ る高 級 家具 製造 を除 く と,今 日に お い て は,ど の産 地 で も大 企 業 ・中小 企 業

を問 わ ずNCル ー ター に よ る加 工 を行 って い る の で,高 級 とか低 級 品 とか の 区

別 は ほ とん ど な くな って い る。 た だ し,昔 の 名 残 で 産地 とか 企 業 別 の 区 別 が

残 って お り,販 売 価 格 にお いて 若 干 の差 が あ るユ61。

普 通 品 を生 産 す る大 メー カー も,ほ とん どは 自社工 場 で 一 貫 生 産 で き る体 制

を整 え て い る が,注 文 の量 が 多 い と き一 部 の工 程 を外 注 す る場 合(20-30%)

もあ るL%ま た特 殊 な加 工 が 必 要 な 場 合 に外 注 に出 し,部 品 メー カー と共 存 す

る形 で や って い る 。 な お,主 な 産地 は大 川 で あ る。'

中小 企 業 は30～80人 規 模 が 多 く,生 産 活動 の 中心 に な って い る1B】。 この 層 の

企 業 は,部 材 加 工 ・塗 装 な どを ほ とん ど外 注 し,産 地 の メ リ ッ ト(産 地 内 分

業)を 利 用 して成 り立 って い る。部 材加 工 業 者 は,特 化 す る こ とに よ っ て ,加

工 技 術 が 上 昇 し,そ の結 果,産 地 の 中小 企 業 の製 品 も質 的 に向 上 し,大 企 業 の

製 品 との格 差 が 縮 ま って い る。 産地 にお い て は,従 来 熟 練 工 によ る製 品 質 や 生

産 性 が 生 じた が,そ れ に変 わ るNCル ー ターが 導 入 され て か らは大 企 業 と中小

企 業 の 技 術 格 差,製 品格 差 が 縮 ま って きた 。 つ ま り,NCル ー ター を専 門 とす

る加 工 業 の 出現 に よ って,中 小 企業 も外 注 を通 じて ,そ の技 術 を利 用 し う る条

件 が 整 わ れ て きた 。 とは い え,大 企 業 が デ ザ イ ンカ,販 売 力 の面 で優 位 にあ る

の は確 か で あ る。 要 す る に,日 本 の 家 具 工 業 にお け る大 企 業 間 あ るい は 大 企 業

と中 小 企 業 間 の競 合 関係 は,韓 国 の よ うな 製 品 の 差 別 化 に よ る市 場 分 割 が 行 わ

れ て お らず よ り激 しい もの が あ る。

日本 の 家 具 工 業 の産 地 間競 争 と産 地 内競 争 につ い て 生産 性 の側 面 か ら見 る と ,

＼1995年3月 刊行予定,参 照。

16)問 屋 ・専門店等での聞き取 りによると,箪 笥セット価格60～80万 円の製品について約ユ0万円前

後の格差はあるという。しかし,そ の格差は綻少傾向にある。
】8)大 川家具工茱会での現地隅査(1993年10月)。 また,日 本の家具工業は,大 川の場合,市 役所
の経済部インテリア課,各 葎の組合,県 のインテリア研究所,大 川総合インテリア産業振興セン
ター等から直接 ・剛妾の支援を受けている。韓国の家具工業の場合,こ れらの役割を果たす研究
所や政府の機関はなく,大 企業の場合には自力で行っている。中小企業の場合には,こ の種の支
援はほとんど受けていない。
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出典:初全国家具工業連合会編 『木の家具づくりのなかまたち11990年 より

作成。

表5の 通 りで あ る。 ここで は産地 間競争で一般 に高級 品産 地の府 中(広 島県)

と普及 品産地の大川(福 岡県)を 比較す る。府 中は一貫生 産体 制が 中心で あ り,

大川 ぽ産地内分 業 を利用 した生産体 制が 中核 をな している。 この ことか らみ る

と,大 企業 では府 中 と大川 は同 じ水準で あ り,中 小企業で は大川が優 位 を示 し

てい る。大川で は産地内分業 の利用が進 んで い ることが窺 え る。つま り,一 貫

生産体 制の一般 的 な産地で は,中 小企業 の生 産性 は産地 内分業 が活発 でない こ

とか ら低 く押 さえれてい る。 しか し,産 地 内分 業を利用 した大川 の中小企業 の

生産性 は大企業 を も上 回 るものが多 数あ ることは興味深い。

日本 の家具製 品の流通 につ いてみ ると,そ の特徴 として,韓 国のそれ と比 べ

て,問 屋 ・卸が あ り,そ の役割が大 きい こと,大 型専 門店が伸 びてい る こと,

VC,FC等 の小 売専 門のチェー ン店が発展 してい ること,大 手 メー カー の 自

社販売 が最近伸 びてはい るけれ ども,マ イナーで あ ること等が あげ られ る。家
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具流通 の最近 の動向 は,メ ーカー と小売 りとの直接の取引が増加 しつつ あ り,

産地問屋 ・消費地の小規模 の問屋 は衰退 しつつ あ る。その代 わ りに,大 型専 門

店 ・小売 りのチェー ン店等 が成 長 してい る。要す るに,日 本で は大手 メー カー

と大手問屋が と もに在庫 を持 ってい るのに対 し,韓 国で は問屋 ・卸売が存在せ

ず,メ ー カー側が在庫 を もつ。

一 方
,東 南 アジアか らの開発輸入 は,タ イ,マ レー シア,イ ン ドネシ ア等 が

中心で あ り,増 加傾 向 にあ る。その担い手 は大手の製造業,大 手 の問屋,大 型

専 門店,チ ェ ー ン店等 であ り,価 格,流 通経路 の点で 日本 の家具産業 に新 しい

課題 を提起 しつつ ある。製造業者 の開発輸入 は,箪 笥 の前面 ,そ の他 の製品 の

部分 品を輸入 し,産 地あ るいは,都 市周辺の工場で組 立て,出 荷 してい る。 こ

うした家具 の部 品 ・部材 の輸 入 は1990年 頃か ら急増 してい る。

IV台 湾 の家具工業

台湾 の家具工 業 は,在 来産業で手工 業的 な生産形態か ら,1960年 頃 の米軍駐

屯 によ る,い わゆ る米軍特需 を契機 に機械化 ・量 産体 制へ 変化 し,そ の後,輸

出需要 向 けの家具生産が行われ て きた。台湾 の家具工業が 内需 中心型 か ら輸 出

型生産 へ変 わ った のは,米 軍特注の生産過程で紋様 ・デザ イ ン ・色 な どの ヒ ン

トを得 て,米 国向 けの生 産 ・輸 出を増大 させた ことにあ る と思われ る
。 日本 の

家具工 業 も,似 た過程 を辿 り,1950年 代 の米国 向け輸 出が大企 業中心 で行われ

ていた ことがあ るが,今 日において は 日本 の家具輸 出は微 々たる もの になって

い る。

まず,台 湾 の家 具 需給 構 造 につ いて み る と,表]の よ うに,約1,200億 円

(う ち内需 は500億 円:ユ 元 二約4円)の 規模で,外 需 中心の市場 にな って い

る。台 湾 の家具 工業 の特 徴 は,世 界 的 に見 て も輸 出の比率 が高 い こ とで あ る

(生産 の約60%)。 例 えば,家 具工 業が最 も進んでい るイ タリアは
,世 界 最大 の

家具輸 出国であ るが,そ の輸 出額 は生産 の約35%位 であ る勘。

19)拙 稿 「前掲」(「商経論叢」第35-1号) 。
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次 に,台 湾 の木製家 具工業 は,表2の よ うに,工 場数約900社,偉 業員2万

人規模 であ り,そ の内,300人 以上が5社(平 均従 業員600人),100-99人 層 の

企業が28社(同150人)で あ る。つ ま り,100人 以上層 の企 業 は,木 製家具工 業

の中の比率 が従業員35%,生 産額で72%を 占めて,台 湾の家具工業の 中枢 的な

存在で あ る。

また,家 具生産 の地域性 についてみ る と,表6の 通 りで ある。 これ は台湾家

具工 業 同業公会編 『台湾 家具工 業同業公 会会員名録』 を分類 した もので あ る。

表6台 湾家具工業の地域別 ・内外需別の内訳

大 企 業 中 小 企 業
区 分

外 需 内外需 内 需 外 需 内外需 内 需
合 計

台
北
地
域

社 数(社)

資 本 金(千 元)

OA家 具内{

脚 物 ・箱 物

=

二

13

265.5

85%

8%

4

128.0

93%

7%

12

13.8

7%

75%

70

69.7

45%

27%

25

22.6

23%

54%

124

499.6

76.6%

14.7%

台
中
地
域

社 数(社)

資 本 金(手 元)

内10A家 具

脚 物 ・箱 物

11

161.2

16%

75%

8

142.9

47%

25%

=

=

35

61.7

19%

54%

4工

33.1

28%

54%

11

7.ユ

65%

35%

106

406

29.1%

51.9%

出典=台 湾 区家具工業同業公会編 「台湾区家具工業同業公会会員名11994年 よ り作成。

備考;%は 資本金の内数 を示す。

台湾の輸出家具生産の 中心 は中部 の台中市 とそ の付 近であ る。 中小 企業の形態

で輸 出専門 の企業が最 も多 く,い わゆ る台湾家具工業の典型 と もいえ るタイ プ

であ る。 この企業群 は木製 の脚物,箱 物 を中心 に生 産 してい る。内需 専門 の企

業は マ イナーであ る。台北 と台中の大企業 は内外 需要向 けのOA家 具(事 務用

の家具),脚 物 の家 具 を主 に生 産 してい る。事務用 の家具 は特 に台 北地域 の大

企業 が 中心的であ る。要す るに,台 湾 の家具工 業は,韓 国の都市型生 産,日 本

の産地 型生産に対 し,輸 出型生産で あるが,そ の地域 的分布 は地域散在 型であ

る。

さて,台 湾の木製家具工業 の全製造業 に占め る比率 につ いてみ ると,図1で
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見 るように,特 に1985年 以来急速 に低 下 して いる。木製家具工 業の地位低 下 は,

製造 業の平均 伸 び率が年平均6%以 上の成長 していたの に対 し,木 製家具 の生

産 は年 平均1%の 減 少傾 向で あ った2m。 それ は,台 湾 の家 具工 業 の生 産 を牛

耳 って い る輸 出が1985年4.9億 ドルか ら1988年9.3億 ドルを ピー クに1992年 に

6.6億 ドルへ と減少 した ことが最 大 の原 因で ある21,。輸 出減 少 は台湾 の元高 の

要 因(1985年 に1ド ル40元 が1992年25元 へ と上昇)が あげ られ る。 しか し,金

属 製家具 の輸 出は元高 に もかか わ らず増加 してい るので,木 製 家具 の輸 出不振

は,元 高 のみで はない ことが推量 され る。木製家具の輸 出減少 を もた ら した要

因 と して生産の海外(東 南 アジア ・中国)へ のシフ トが上 げ られ る。

一方
,台 湾 は,世 界家具輸 出国の中で第4位 であ り,イ タリア,ド イツ,米

国 に次 ぐ地位 を占めてい る。台湾の家具輸 出先 は米国 と 日本で75%を 占めてい

る22}。次 に香 港 ・中国の方面の輸出が増加 してい る。輸出先 にお ける台湾家具

は廉 価品 として販売 されてい る。例 えば,ヨ ーロ ッパ か らアメ リカへ輸 入され

てい る木製家具 の平均単価 は500ド ルであ るの に対 し,台 湾のそれ は100ド ル前

後が 多い2%

特 に,台 湾の家具 輸出 において は,大 企業のみでは な く多数の 中小企業 が輸

出品 の生産 に携 わ ってい ることが特徴 であ る。それは輸 出方法,ル ー トと して

家 具輸 出商社 を通 じて行 われてい る。中小企業 は この場 合,諸 条件(製 品 の種

類,デ ザ イ ン)の 指定 を受 け,OEM輸 出の形態が多 い。従 って,台 湾の 中小

家具企業 は,韓 国,日 本 の中小企業 よ り在庫 の リス クが少 な くしてすむ こ とに

な ってい る。かつ,韓 国 ・日本 の中小木製家具製造企業 は,輸 出向 けの生 産が

非 常 に少 ない。

台湾の大企業 の アメリカへの輸出は,現 地 に倉 庫や組 立工場 を設 けて,台 湾

か ら加工 部材の形で運送 し現地で組 み立 てて,小 売 ・専 門店 へ販売 してい る卸。

20)21)台 湾,経 済部r工 業統計調査報告」(1993年)。

22)金 承 範 「前掲書」207頁,ま たは前掲 「家具産業の現況 と展望」204頁 参照 D

23)拙 稿 「前掲」(「商艦船叢」第35-1号)。

24)台 北市 の台湾家具工業組合(1994年8月)で の聞 き取 り。
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つ ま り流 通 の 中 間段 階 で の 販売 を行 って い る。 そ の販 売 の役 割 は 現 地 人 を雇 っ

て彼 らに任 せ て い る。韓 国 の大 企 業 の ア メ リカへ の輸 出 は現 地 に 大 型 の シ ョー

ル ー ム を 設 け,直 販 して い る251。

日本 へ の輸 出 も,日 本 の既 存 の家 具 流通 ルー トに載 せ て い る。 つ ま り,日 本

の 商社,専 門 店,問 屋 な どへ 輸 出 して い る261。こ の よ う な 台 湾 の 家 具 輸 出 パ

ター ンに対 し,韓 国大 手 家 具 メー カー のB社 は,東 京,ア メ リ カ,香 港 な どに

支 店,シ ョー ル ー ムを も って い る。1986年 東京 で 大 型 の シ ョー ル ー ム を設 置 し

直 販 を して きた が,営 業 成 績 が伸 びず 撤 退 した(1993年)%現 地 で の直 販 は,

特 に家 具 の場 合,消 費者 の ニー ズ,生 活 パ ター ン,嗜 好,習 慣 に い た る まで の

知 識 が 必 要 で あ る。B社 の 場合,こ の よ うな調 査 を欠 けて い た と思 わ れ る。

Vむ す び

本稿で は,韓 国 ・日本 ・台湾 の木 製家具工 業の比較 を通 じて在来 産業の現代

的な展 開の特 徴 を見て きた。以上 の考 察か ら以下 のよ うにま とめ る ことが 出来

る。

韓国 の家具工業 は,大 企業を中心 に,都 市 型産業 と して,ハ イ グロシ系 の新

製品や技術 を導 入 し,新 市場を開拓 し,高 付 加価 値 を実現 しつつ,1985年 以来

急速 に成長 して きた。 しか し,製 造工程 におい て中小企業 と大企業 との協力 関

係 はほ とん どな く,中 小企業間の外 注関係 が む しろ盛 んであ った 。従 って,中

小企業及 び中小 の部品 ・部材加工企業が育 ちに くい構造 にな ってい る。家具工

業 は,工 程 ・適正規模 ・生 産性等か ら中小企業 向 きの産業 とい う観点か ら見 る

と,韓 国の大企業主導 の家 具産業 は,今 後,そ の点を乗 り越 え るた めに輸 出を

は じめ と した需要 の確保や高付加価値 の実現 に向か うと思わ れ る。 さ らに,大

企 業 は,国 内 の家具流通 を掌握 し,高 所得層 向 けの販 売戦略 で臨んで い くと考

25)BIF仕 で の聞 き取 り0

26)株 式 会室土経済通信 「家具新聞」1991年7月15日 参旦召。

27)BIF社 の資料o
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え られ る。

日本 の家 具工業 は,中 小企業 を中心に,地 方 の産地型産業 として,主 に都 市

の内需 向け に生産 して きた。従 って,市 場 を リー ドしうる製造業者 は,中 小 企

業 と大企業 を問わず,存 在 しない。む しろ生産 は流通 に牛 耳 られ て きた ように

見える。 日本 の家具工業 は1960年 代 までの都市 型生産か らその後 の地方 の産 地

型生産 へ と転換 し,低 コス トだ けが常 に求 め られ るよ うにな り,新 製 品,新 市

場 の開拓,高 付加 価値 の実現 には消極的 になって きた。東南 アジ アか らの家 具

の開発輸 入 は このよ うな点 を一層進めた形 になってい る と思われ る。 日本の産

地産業 と して の家具工業 は,都 市型産業 の優位 な点 を中小企業 間のなお一層 の

協力で生 かす道 を切 り開 く条件づ くりに努 めるべ きで ある。

台湾 の家具工業 は,大 企業 ・中規模企業が生産 の中心で あ り,中 小 企業 も積

極 的に輸 出品 の生産 に携わ っているのが特徴で あ る。輸 出は,低 価格 を武器 に

商社 を通 じて行われ て きたが,元 高 の要 因等で低下 しつつ あ り,こ の こ とが台

湾 の家具工 業 の地位低下 を もた らした。商社 まかせ の輸 出は,海 外市場 の変化

の影響 を受 けやす く,か つ海外需要の開拓 に受 け身的で新商 品の開拓 に消極 的

にな りやす い。 この点 の改善が求め られ ている とい えよ う。
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歴 史科学協議会代表委 員(1981年8月 まで)

京都大学経 済学部長 ・研究科長 ・京都大学評議員(1981年

1月 まで)
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1985年(昭 和60)6月

1987年(昭 和62)11月

1993年(平 成5)10月

1993年(平 成5)ユ2月

第154巻 第6号

京都大学 職員組合 中央 執行委員会 委員長(ユ986年6月 ま

で)

日本史研究会代表委員(1990年11ま で)

京都大学経済学部経 済学科 長(ユ995年3月 まで)

東 アジア地域研究会代表委 員(1995年12月 まで)
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中村 哲 教授 著作 目録

著 書

近世先進地域 の農業構 造一和泉国南郡春
木村 の場合一

明治維新 の基礎構 造一 日本資本主義形成
の起点一

奴 隷制 ・農奴制 の理論

世 界資本主義 と明治維新

世界資本主義 外移行of理 論
一束 。ト刈。ト是 中心.全三一(韓 国語)

近代世界史像 の再構成一束 アジアの視点
か ら

日本初期資本主義史論

明治維 新

近 代東亜 経 済 的発 展和 世 界市 場 仲 国
語)

奴隷制和 農奴制的理論(中 国語)

奴隷制 ・農奴制91理 論(韓 国語)

京都大学人文科学研究所

未 来 社

東 京 大 学 出 版 会

青 木 書 店

韓 国 ・比 峰 出 版 社

青 木 書 店

ミ ネ ル ヴ ァ 書 房

集 英 社

中 国 ・商 務 印 書 館

中国 ・武漢大学 出版社

韓 国 ・知 識 産 業 社

1965年3月

1968年10月

1977年4月

1978年4月

1991年5月

1991年10月

199ユ年11月

1992年9月

1994年8月

1994年12月

1995年3月

編 著 書

fシ ンポ ジウ ム 日本 歴 史15明 治維
新』 池田敬正 ・後藤靖 ・芝原拓 自 ・田
中彰 ・遠 山茂樹 ・中村哲 ・松浦玲(共
著)

「日本における封建制か ら資本制へ』上

「江戸 時代 と近代化』(共 著)著 者代表:
大石慎三郎 ・中根 千枝

『朝鮮 近代 の歴 史像』安乗直 ほか と共編
著

『近代朝鮮21経 済構造』安棄直ほか と共
編著(韓 国吾吾)

r朝鮮 近代 の経済構造』安渠直ほか と共
編著

学 生 社

房

房

善

書

倉

庫

校

筑

社論評本日

社版出峰比,国韓

社論評本日

1969年3月

1975年9月

1986年11月

1988年8月

1989年11月

1990年5月
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『近代朝鮮工業化91研 究』 安乗直 と共編(
韓 国語)

『近代朝鮮⊥業化 の研究』安乗直 と共編

『東 アジア専 制国家 と社会 ・経済一 比較
史の視 点か ら一』

「東 アジア資本主義の形成一 比較史の視
点か ら一」

『歴史は どう教 えられてい るか一教科書
の国際比較か ら』

『朝鮮近代 皇1歴史像』安乗直ほか と共編
著(韓 国語)

論 文

西陣機業 の生産構造一西陣機業調査報告
書一(高 沢裕一 ・中村哲 ・高橋孝三 ・
山口晋司 ・後藤悦三 の分担執筆)

幕末期 におけ る農村工業の展開一 濃尾綿
織業の分析.一.

幕末における在方木綿商 人の性格一 河内
国志紀郡道明寺村 山脇家 の分析一

「明治維新=ブ ルジョア革命論」批判

幕 末経済段 階に関す る諸問題 川浦康次
と共同

幕末 ・明治初年 にお ける農民層分解 と地
主制

幕末泉州における農民層の分解 〔ユ〕一
日本資本主義成立の基礎過程の究明

幕末泉州における農民層の分解 〔2〕一
日本資本主義成立の基礎過程の究明

明治中期における農民層の分解一大阪府
の場合一

締作地帯の農業構造一泉州を中心 とし
て一

明治初年における綿作の地域性

第6号

韓 国 ・ 一 潮 閣

日 本 評 論 社

青 木 書 店

青 木 書 店

NHKブ ッ ク ス

韓 国 ・知 識 産 業 社

西陣機業調査委員会

『日本史研究』28

『近世史研究』3-3

「新 しい 歴 史学 の ため
に』39

「歴史学研究』225

『史林』42-3

大塚久雄 ・入交好脩編
『経 済史 学論集』 河 出
書房新社 再録

「歴 史学研究』236

「歴史学研 究』237

京都大学 人文科学研究
所 『人文学報』13

堀江英一編著 『幕末 ・
維新 の農業構造』岩波
書店

京都 大学 人文科学研究
所 『人文学報』18

1993年9月

ユ993年U月

ユ993年12月

1994年10月

1995年2月

ユ995年3月

1955年11月

1956年5月

1957年3月

1957年4月

ユ958年 ユ1月

ユ959年5月

1962年6月

1959年12月

1960年1月

1960年11月

1963年2月

1963年10月



中村 哲教授著作 目録

明治期村落の構造2年 貢 と地租3農
業生産4商 工業と商品流通5農 民
層の分解 と地主制

近世村落の構造5村 落身分秩序の変質

封建的土地所有解体の地域的特質

明治初年における農業生産力の地域構造

日本資本主義形成の歴史的前提一幕藩体
制解体過程の歴史的特質一

世界資本主義と日本綿業の変革

幕藩体制の構造 と矛盾

日本における本源的蓄積の一特質

変革の諸画期と諸階級

明治維新 と農民革命

幕末 ・明治初年における埼玉県南部地方
の綿織物業

開港

歴史学における理論 と方法についての若
干の問題一構造的世界史把握の方法を
前進させるために一

現代歴史学の方法 と課題一構造的世界史
把握の方法を前進させるために一

TheHistoricalPreconditionsofthe

FormationofCap五talisminJapan

清水盛光 ・前田正治編
『続 近世後進地域の農
村構造」京都大学人文
科学研究所

潔盛光 ・前田正治編近世後進地域
の農

村構造」京都大学人文
科学研究所

京都大学人文科学研究
所 『人文学報』20

桑原武 夫編著rブ ル
ジョワ革命 の比 較研
究」筑摩書房

r日本史研究183

河野健二 ・飯沼二郎編
著r世 界資本主義の形
成j岩 波書店

禰繕社
落
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　　大阪歴史科学協 議会『
歴史科学』43

『歴史評論』273
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XLIII,No,1/2
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1963年10月

1963年10月

1964年10月

1964年12月

1966年3月

1967年2月

1967年3月

1993年5月

1967年7月

1969年3月

1969年4月

1970年3月

1970年11月

1972年7月

1973年2月

Apr.一 〇ct・

1973
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人類 史上 の所有 形 態 につ いて のマ ル ク
ス ・エ ンゲルスの とらえ方一 とくに

前資 本制的所有の諸形態 につ いて

奴隷制 と小経営生産様式一 マル クス ・エ
ンゲルスの歴史理論 の再構成一

前近代 ア ジアの社 会構成一 マ ルクス ・エ
ンゲルスの歴史理論 の再構成一

歴史学 と経済学

開国後 の貿易 と世界市場

現代歴 史学 の課題一方法 と理論 をめ ぐっ
て一

開国 と世界資本主義

第154巻 第6号

歴 史学 和 経 済 学(中 国語 〉

「明治 時 代 の 日本経 済 の 近代 化 一 ユ868～

1910」(タ イ吾吾),d

而 緬 ・L而ゆ ¶aq訓点 虚血 飼
oごbご一〇4eOO

開港の比較経済史

近代世界史像の再検討

農業 ・工業 ・商業の結びつきと分離の中
で

領主制の解体 と土地改革

NationalUnificationandLandReforrn

intheModernizationProcessof

Japan(1)(2)一HaihanChiken,Chit.
surokuShobunandChisoKaiseiat

theTimeoftheMeijiIshin一

歴 史学 に お け る ア ジア認 識 の課 題一 小 谷

圧之 氏 の 近 業 を め ぐって一

江戸 後 期 にお ける 農村 工 業 の発 達一 日本

経 済 近代 化 の歴 史的 前 提 と しての一

近 代 東 。H。 卜史 像91再 検 討 一19ユ0・30唱

中 国 ・朝 鮮 昔 昔 紹2呈 一(韓 国朔91

語)

r日本史研究』141

『日本 史研 究』148

『日本 史研 究1163

『経 済J145

岩 波 講 座 『日本 歴 史
13近 世5』 岩 波書 店

『新 しい 歴 史 学 の た め

に』146

田 中 彰 編r日 本 史(6)

近 代1』 有 斐 閣

中国 社 会科 学 院経 済 研

究 所r経 済 学 訳1
1979年 第1期

AcademicJournalVol.

2No,2April工981　
り1,m5りmn「7

「歴 史評 論』399

『歴 史 評論」404

日 本 ア イ ・ピー ・エ ム

『無 限 大』64号 「シ ン

ポ ジ ウム江 戸時 代 と近

代 化」

共 著 『江 戸 時代 と近 代

化』 筑 摩 書 房 再 録

日本 史研 究 会 ・歴 史学

研 究 会編r講 座 日本歴

史7近 代1』 東 京

大学 出版 会

TheKyotoUniversity

EconomicReviewVol.

LV,No.1/2

「新 しい 歴 史 学 の た め
に」 ユ81

『経 済論 叢 』140-3・4

韓 国 ・経 済 史学 会 「経

済 史学 」11

1974年4月

1975年1月

ユ976年3月

ユ976年5月

ユ977年2月

ユ977年4月

ユ977年12月

ユ979年1月

198ユ年4月

1983年7月

1983年12月

1984年7月

ユ986年11月

1985年5月

Apr.一 〇ct,

1985

1985年11月

1987年10月

1987年12月



中村 哲教授著作目録

近代東 アジア史像 の再検討一1910～30年
.代の中国 ・朝鮮 を中心 に一

資本主義移行の基礎理論一朝鮮 ・韓国を
事例 として一

近代世界における農業経営 、土地所有 と
土地改革 〔1)

近代世界 におけ る農業経営、土 地所有 と
土地改革(2)

近代世界 におけ る農業経営 、土地所有 と
土地改革(3)

近代東 。国 。ト引 鍛d1刈 羽 地主制 朝性格
斗 類型(韓 国語)

日本工業化91特 徴一 非公式部門 斗中小工
業告中心 ユ呈訓刈一(韓 国語)

TheDevelpmentofRuralIndustry

近代東アジアにおける地主制の性格と類
型

歴 史教科書91国 際比較(韓 国語)

歴史教科書の国際比較

日奉の資本主義化 と中小工業一 日本資本
正義形成の一特質一

中国前近代史理論の再構成 ・序説

「新 しい歴 史学 のた め
に」190

霜馨篇鶴糊鹸
像」 日本評論社

r経 済 論 叢」141.1

「経 済論 叢」143-2・3

r経 済 論J143-4・5

実雛 綴 縢雛
済構造」 韓国 ・比峰出
版社

r韓 日資 本主義91比 較」韓
国 ・慶 北 大学 校 経
済経営研究所
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1988年3月

1988年8月

1989年1月

1989年3月

1989年5月

1989年11月

1989年12月

1990年5月

1991年8月

1992年5月

1995年2月

1992年11月

1993年12月
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東 アジア資 本主義論 ・序説

第154巻 第6号

歴 史教 育へ の提 言一 何 を ど う改 善す る
か一

束 。国 。ト資本主義9ト韓国経済(韓 国語)

明治維新研究と日本資本主義論争

資本主義移行 旦1基礎理論一 朝鮮 ・韓国
号 スト調L2エ(韓 国語)

中村哲編著 『東 アジア
資本主義の形成一 比較
史の視点か ら一』青木
書店

中村哲編 著 『歴史 はど
う教 えられてい るか一
教 科 書 の 国 際比 較 か
ら』NHKブ ックス

r韓国経済発展外歴史
的条件』韓国 ・万国

r明治維新史学会報』
26号

中村哲 ・安乗直 ほか と
共編著 『朝鮮近代9歴
史像』韓 国 ・知識産業
社

1994年10月

1995年2月

1995年3月

1995年3月

1995年3月

書評 ・紹介

塩沢君夫 ・川浦康次著 『寄生地主制論』

大阪歴史学会編 『封建社会の村 と町』

丹羽邦男著r明 治維新の土地変革一領主
的土地所有の解体をめぐって一』

川浦康次著r幕 藩体制解体期の経済構
造』

ブック ・ガイ ド 貴重な史料を駆使 して
自作経営 を分析 岡光夫 「近世農業経
営のの展開

服部之総 と近代史学一 「明治百年」への
便乗に怒 り

服部之総 「明治維新の革命及び反革命』
「維新史方法上の諸問題」

多様 な産業資本確立過程を追求 大石嘉
一郎編著r日 本産業革命の研究」上 ・

下 東大出版

安乗始r朝 鮮近代経済史研究」

座右の書 服部之総著 「維新史方法上の
諸問題」

『史林 』41-3

「史 林』44-4

「日本史研究』68

「日本 史研究」85

富 民 協 会 『農 業 と経
済」33-1

r京都 大 学新 聞』1967
年6月12日

『歴史評論」214

歴 史科学協議会編r歴
史の名著 《日本人篇》』
校倉書房 再録

毎 日新 聞社 週刊 「エ
コノ ミス ト」1976年3

月9日

「経 済論叢」120一ユ・2

京大生協綴葉編集委員
会r綴 葉」No.19
1982年6月7日

1958年5月

1961年7月

1963年9月

1966年7月

1967年1月

1967年6月

ユ968年6月

1970年2月

1976年3月

1977年8月

1982年6月



中村 哲教授著作目録

丹羽弘著r地 主制の形成と構造一美 濃縮
地帯 における実証的分析一」お茶の水
番房,1982.4

石井寛治 ・関口尚志編著 「世界市場 と幕
末開港」

水
」騰輪聯

農
産
33

週刊 「読書人」21

(573)155

1982年12月

1983年3月

解 説 ・辞典項 目

開港 は 日本の経 済を どの ように動か した
か

横浜居留地

日本における 「マニ ュ問題」研 究解説
の発展

開港前の経済発展 開港 と不平等条約
開国後の貿易 開港後の経済発展

移行 期の構造(解 説 『堀江英一著作集』
第1巻)

製鉄 資本主義の形成(日 本)

資本主義 資本輸出

児 玉幸多 ・大石慎 三郎
編 「日本歴史の視点3
近世」 日本書籍KK

児 玉幸多 ・大石慎 三郎
編 『日本歴史の視点3
近世」 日本書 籍KK

「歴史科学大系7日
本にお ける封建制か ら
資 本 制へ」(上)校 倉
書房

大石嘉一郎 ・宮本憲一
編 「日本資本主義 発達
史の基礎知識」 有斐閣

「堀江 英 一著作 集」 第
1巻 青木書店

日本教育図書 セ ンター
「世界歴史大群典」

京大 日本史辞典編纂会
編 『新 編 日 本 史 辞
典』東京創元社

1973年9月

1973年9月

1975年9月

1975年11月

1975年12月

1985年4月

1990年6月

追 悼 文

近世史研究 におけ る西川君 と私

堀江英一先生一 その人 と学問一

畏友 、戸田芳実君の回想

梶村さん との出会い

『西川君追悼文集』

『歴史評論』384

故堀江英一先生 を偲ぶ
会編 「真摯」再録

『新 しい歴 史学の ため
に」204

募胃藝警笛蕪雛
追悼思藻」再録

r梶 村秀樹 著作 集 に寄
せ て』No.3第3巻
r近 代 朝 鮮 社 会 経 済
論』 ・付録

1958年7月

ユ982年6月

1982年10月

1991年11月

1992年7月

1993年3月
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歴史学 と 「統計」

明治百年祭 と日本近代史

「明治百年祭』反対闘争の総括

『建国記念の日』不承認運動について

日本史研究会の現勢一会員数よりみた

第五回 『建国記念の日』不承認の運動に
ついて

日本史研究会の現状 と課題一会員 アン
ケー トの集計結果の分析一

変革のための歴史学を学ぼう

日本史研究会入門歴史講座の講演 「求め
られる変革のための歴史理論の創造」

日 本 の 近 代 化 と産 業 発 展TheIndus・

trialDevelopmentinJapan

大会報告のために 近代世界史像の再検
討

中村哲氏のリプライ 歴史科学協議会第
17回大会.中村哲報告 「近代世界史像
の再検討」をめ ぐるシンポジウム

京大戦規春闘討論集会記念講演 「経済史
か らみた現代の歴史的位置」

よ うこそ!京 都大学へ!一 新入生 への
ごあ いさつ一

明治維新の経済史一新興工業国の近代以
前と比較

失敗をおそれず前進 しよう一 退任 にあ
たって一

策1回 京都大学学術綜合シンポジウム実
行委員長挨拶

『歴 史学研究』225

支
』
西
計
関
統
会
と
究
学
研
科
計
会
読
社
済
『
経
部
2

騒縫諾撃会
『B本 史研 究 』109

『日 本 史研 究 』110

『日 本 史研 究 』114

「日 本 史研 究 』117

旧 本 史 研 究J130

龍 大 歴 史 学研 究 会 『龍
谷 歴 史 科学 』2

r京 都 大 学 学 園 新 聞 』

ユ973年5月25日

IntemationalInter-

UniversityCommuni-

cationSeminarク イ

ンズ ラ ン ド大 学 ・オ ー

ス トラ リア国 立大 学 ・

京 都 大 学 の 合 同 七 ミ

ナ ー

「歴 史 評 論』399

「新 しい歴 史学 のた め
に』174

「織紐新聞』185ユ986
年3月20日

京都大学教養部学生 自
治 会r樹 々 の緑』'86
新入生歓迎パ ンフ レッ
ト

『京 都 新 聞』1986年11
月4日

『織紐新聞』1861986
年11月25日

京大生協 ・院生委員会r
創意」13

1958年1ユ 月

1965年10月

1969年2月

1970年 ユ月

ユ970年3月

1970年9月

1971年3月

1973年1月

1973年3月

1973年5月

Aug.,1979

1983年7月

1984年5月

1986年3月

1986年4月

1986年11月

ユ986年11月

1997年3月



中村

国際相互理解と歴史教科書

歴史教科書の国際比較(上)序{研 究会
の経過 とねらい一

束アジア近代史を再検討

聚薬箱 と梅雨の井

朝鮮近代史研究の課題と方法一日韓共同
研究を通 じて一

日本資本主義史叢書の発刊 にあたって
下谷政弘と連名

歴史の新 しい段階に立って 新 しい歴史
学の創造を!一 歴史科学協議会創立25
周年によせて

リプライ 歴史のひろば 中村哲著 『近
代世界史像の再構成』 をめぐって

束アジア資本主義への認識一京都での地
域研究会発足に寄せて

韓国との研究交流

社会科学研究所創立の思い出

哲教授著作目録

離離 蓼欝,ξ鄭

「歴史評論」445

r京都民報」ユ988年2月
7日 .

『京都 新 聞」1990年10
月17日

財 団 法 人 トヨ タ財 団
『朝鮮 近代 史研 究の課
題一 植民地時代 の経済
史を中心 に一』

臨川書店

『歴史評論』506

r歴史評論』510

『朝 日新 聞』1994年2
月26日

『京大広報』461

龍谷大学 『社研 ニ ュー
ス』

(575)157

1987年3月

1987年5月

1988年2月

1990年10月

199ユ年5月

1991年11月

1992年6月

1992年10月

1994年2月

1994年2月

1995年3月


